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経済産業省

輸出注意事項24第31号

平成24･03･23貿局第１号

税関における包括許可の確認方法についての一部を改正する通達を次のように制定する。

平成２４年４月２日

経済産業省貿易経済協力局長 厚木 進

税関における包括許可の確認方法についての一部を改正する通達

税関における包括許可の確認方法について（輸出注意事項２２第３７号・平成２２・１１・

０２貿局第３号）の一部を別添の新旧対照表のとおり改正する。

附 則

この通達は、平成２４年７月１日から施行する。
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税関における包括許可の確認方法についての一部を改正する通達新旧対照表（傍線部分は改正部分）

○税関における包括許可の確認方法について（輸出注意事項２２第３７号・平成２２・１１・０２貿局第３号）

改 正 後 現 行

特別一般包括輸出許可、一般包括輸出許可、特定包括輸出許可、特 一般包括輸出許可、特定包括輸出許可、特別返品等包括輸出許可又
別返品等包括輸出・役務取引許可又は特定子会社包括輸出・役務取引 は特定子会社包括輸出許可に係る輸出令第５条（税関の確認）に基づ
許可に係る輸出令第５条（税関の確認）に基づく確認については、そ く確認については、その取扱いを下記のように定め、平成２３年４月
の取扱いを下記のように定め、平成２３年４月１日より実施する。 １日より実施する。

なお、本件の実施に伴い、「税関における包括許可の確認方法につ なお、本件の実施に伴い、「税関における包括許可の確認方法につ
いて（お知らせ）（平成８年９月１２日付け）」は、平成２３年３月 いて（お知らせ）（平成８年９月１２日付け）」は、平成２３年３月
３１日限り、廃止する。 ３１日限り、廃止する。

記 記

特別一般包括輸出許可、一般包括輸出許可、特定包括輸出許可、特 一般包括輸出許可、特定包括輸出許可、特別返品等包括輸出許可又
別返品等包括輸出・役務取引許可又は特定子会社包括輸出・役務取引 は特定子会社包括輸出許可を受けている輸出者においては、通関手続
許可を受けている輸出者においては、通関手続きを行う際、以下の事 きを行う際、以下の事項をインボイスに記載するものとする。これに
項をインボイスに記載するものとする。これに基づき、税関は当該貨 基づき、税関は当該貨物が包括許可の対象貨物であるかどうかの確認
物が包括許可の対象貨物であるかどうかの確認を行う。（なお、税関 を行う。（なお、税関の確認に用いたインボイスについては、当該書
の確認に用いたインボイスについては、当該書類の写しを、包括許可 類の写しを、包括許可取扱要領（平成１７年２月２５日付け平成１７
取扱要領（平成１７年２月２５日付け平成１７・０２・２３貿局貿第 ・０２・２３貿局貿第１号・輸出注意事項１７第７号。以下「包括許
１号・輸出注意事項１７第７号。以下「包括許可要領」という。）中 可要領」という。）中の規定に基づき、輸出を行った際の資料として
の規定に基づき、輸出を行った際の資料として輸出管理内部規程（一 輸出管理内部規程に基づき保存するものとする。）
般包括輸出許可にあっては、許可条件）に基づき保存するものとする
。）

輸出しようとする貨物について、包括許可の対象貨物に該当する「 輸出しようとする貨物について、包括許可の対象貨物に該当する「
輸出貿易管理令」（昭和２４年政令第３７８号。以下「輸出令」とい 輸出貿易管理令」（昭和２４年政令第３７８号。以下「輸出令」とい
う。）別表第１の『項』及び『番号』並びに「輸出貿易管理令別表第 う。）別表第１の『項』及び『番号』並びに「輸出貿易管理令別表第
１及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定める省令」（ １及び外国為替令別表の規定に基づき貨物又は技術を定める省令」（
平成３年通商産業省令第４９号。以下「貨物等省令」という。）の『 平成３年通商産業省令第４９号。以下「貨物等省令」という。）の『
該当規定』をインボイスに記載するものとする。 該当規定』をインボイスに記載するものとする。

ただし、輸出令別表第１の『項』又は『番号』に掲げる貨物の全て ただし、輸出令別表第１の『項』又は『番号』に掲げる貨物の全て
が特別一般包括輸出許可又は一般包括輸出許可の対象となっているよ が一般包括輸出許可の対象となっているような場合（税関が、政令の
うな場合（税関が、政令の『項』及び『番号』のみの記載でも特別一 『項』及び『番号』のみの記載でも一般包括輸出許可の対象貨物であ
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般包括輸出許可又は一般包括輸出許可の対象貨物であることを容易に ることを容易に確認できる場合）には、例外的に省令の『該当規定』
確認できる場合）には、例外的に省令の『該当規定』の記載を省略す の記載を省略することができる。
ることができる。
（記載例１）５の項（２） 貨物等省令第４条第一号ロ （記載例１）５の項（２） 貨物等省令第４条第一号ロ
（記載例２） ５－２ ４－１－ロ （記載例２） ５－２ ４－１－ロ

なお、該当規定の記載のみでは一般包括許可の対象か否か判別でき なお、該当規定の記載のみでは一般包括許可の対象か否か判別でき
ない場合には、当該貨物の概要についても一般包括許可の対象である ない場合には、当該貨物の概要についても一般包括許可の対象である
ことが判別できるように、インボイスに記載するものとする。 ことが判別できるように、インボイスに記載するものとする。
（記載例３）３の項（１）貨物等省令第２条第１項 （記載例３）３の項（１）貨物等省令第２条第１項

第一号ニ ジメチルアミン ２ｋｇ 第一号ニ ジメチルアミン ２ｋｇ
また、包括許可要領Ⅰ２（３）①（ii）に規定する「返送に係る輸 また、包括許可要領Ⅰ３（１）②に規定する「返送に係る輸出」を

出」を行う場合は、同（ii）イからハの規定のいずれに該当する輸出 行う場合は、同②イからハの規定のいずれに該当する輸出であるか（
であるか（「返送イ」、「返送ロ」又は「返送ハ」と記載）及び輸出 「返送イ」、「返送ロ」又は「返送ハ」と記載）及び輸出の理由につ
の理由についてもインボイスに記載するものとする。当該輸出であっ いてもインボイスに記載するものとする。当該輸出であって、輸出令
て、輸出令別表第１の２の項から１５の項までの中欄に掲げる貨物で 別表第１の２の項から１５の項までの中欄に掲げる貨物であるか１６
あるか１６の項の中欄に掲げる貨物であるか必ずしも明らかでないも の項の中欄に掲げる貨物であるか必ずしも明らかでないものの輸出を
のの輸出を行う場合にあっては、当該貨物の概要及び当該貨物が該非 行う場合にあっては、当該貨物の概要及び当該貨物が該非不明である
不明である旨について必ずインボイスに記載するものとする。 旨について必ずインボイスに記載するものとする。
（記載例４）１５の項（２）貨物等省令第１４条第二号イ、返送イ（ （記載例４）１５の項（２）貨物等省令第１４条第二号イ、返送イ（

本邦から輸出された貨物であって、検査のために輸入され 本邦から輸出された貨物であって、検査のために輸入され
た貨物の輸出） た貨物の輸出）

（記載例５）重力計１基（該非不明）、返送ロ（誤送品の返送のため （記載例５）重力計１基（該非不明）、返送ロ（誤送品の返送のため
に行う輸出） に行う輸出）

本件についての問い合わせ先 本件についての問い合わせ先
経済産業省貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査課 経済産業省貿易経済協力局貿易管理部安全保障貿易審査課


